
税
理
士
会
の
建
議
権

　
「
税
理
士
会
は
、
税
務
行
政

そ
の
他
租
税
又
は
税
理
士
に
関

す
る
制
度
に
つ
い
て
、
権
限
の

あ
る
官
公
署
に
建
議
し
、
又
は

そ
の
諮
問
に
答
申
す
る
こ
と
が

で
き
る
。
」（
法
第
�
条
の
�
）

「
本
会
は
…
税
務
行
政
そ
の
他

租
税
又
は
税
理
士
に
関
す
る
制

度
に
つ
い
て
調
査
研
究
を
行

い
、
必
要
に
応
じ
、
権
限
の
あ

る
官
公
署
に
建
議
し
、
又
は
そ

の
諮
問
に
答
申
す
る
。
」
（
東

京
税
理
士
会
会
則
第
３
条
第
２

項
）
い
わ
ゆ
る
「
建
議
権
」
で

あ
る
。

こ
の
建
議
権
に
基
づ
き
東
京

税
理
士
会
（
以
下
「
東
京
会
」

と
い
う
。
）
に
お
い
て
毎
年
、

本
会
役
員
、
支
部
関
係
者
等
よ

り
意
見
を
聴
取
、
提
出
依
頼
を

行
い
こ
れ
ら
の
意
見
を
取
り
ま

と
め
「
税
制
及
び
税
務
行
政
の

改
正
に
関
す
る
意
見
書
」
（
以

下
「
意
見
書
」
と
い
う
。
）
と

し
て
「
建
議
」
を
取
り
ま
と
め

て
い
る
。

税
務
に
関
す
る
専
門
家
で
あ

る
税
理
士
の
社
会
的
責
務
と
し

て
、
税
制
、
税
務
行
政
の
改
善

に
資
す
る
た
め
こ
れ
ら
の
建
議

を
行
う
の
で
あ
る
。

建
議
の
実
現
と
法
改
正

　
さ
て
、
「
建
議
」は
す
れ
ど
、

そ
の
実
現
に
は
い
か
な
る
方
策

が
あ
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
現
在

税
務
行
政
等
と
の
協
議
会
、
報

道
関
係
者
、
中
小
企
業
関
連
団

体
と
の
懇
談
会
、
議
員
と
の
意

見
交
換
、
陳
情
等
あ
ら
ゆ
る
手

段
を
通
じ
て
こ
れ
ら
建
議
へ
の

理
解
を
深
め
る
機
会
を
得
て
い

る
が
こ
れ
だ
け
で
は
建
議
の
実

現
は
な
か
な
か
難
し
い
。

　
東
京
会
の
意
見
書
で
は
重
要

な
改
正
要
望
事
項
６
項
目
を
は

じ
め
と
し
、
税
制
改
正
要
望
�

項
目
、
税
務
行
政
改
正
要
望
５

項
目
と
、
こ
の
建
議
は
多
岐
に

わ
た
っ
て
い
る
。
そ
の
す
べ
て

が
法
改
正
を
伴
う
要
望
で
あ

る
。
租
税
法
律
主
義
の
下
、
税

制
改
正
（
税
法
改
正
）
は
全
て

立
法
に
基
づ
か
な
け
れ
ば
な
ら

ず
、
議
会
制
民
主
主
義
で
は
こ

の
要
望
の
実
現
に
は
必
ず
「
政

治
」
が
伴
う
こ
と
と
な
る
。

　
一
方
、
税
理
士
会
は
法
第
�

条
に
定
め
ら
れ
た
組
織
で
あ

り
、
税
理
士
は
必
ず
事
務
所
の

所
在
地
の
税
理
士
会
の
会
員
と

な
る
（
法
第
�
条
の
６
）
、
い

わ
ゆ
る
強
制
加
入
団
体
で
あ

り
、
そ
の
活
動
・
事
業
に
は
一

定
の
制
約
が
あ
る
。
会
員
の
思

想
・
信
条
の
自
由
を
考
え
れ
ば

「
政
治
」
と
い
う
、
あ
る
意
味

デ
リ
ケ
ー
ト
な
部
分
に
関
す
る

会
員
へ
の
協
力
義
務
は
お
の
ず

か
ら
制
限
さ
れ
る
。
（
後
述
）

政
治
団
体
と
し
て
の

税
理
士
政
治
連
盟
　

　
東
京
税
理
士
政
治
連
盟
（
以

下
「
東
税
政
」
と
い
う
。
）は
、

「
税
理
士
の
社
会
的
使
命
に
鑑

み
、
国
民
の
た
め
の
税
理
士
制

度
及
び
租
税
制
度
を
確
立
す
る

た
め
必
要
な
政
治
活
動
を
行

う
」こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。

（
連
盟
規
約
第
２
条
）
。ま
た
、

日
本
税
理
士
政
治
連
盟
（
以
下

「
日
税
政
」
と
い
う
。
）
の
Ｈ

Ｐ
に
は
「
特
定
の
政
党
を
支
持

す
る
の
で
は
な
く
、
７
万
５
０

０
０
を
超
え
る
税
理
士
が
加
入

す
る
税
理
士
会
の
要
望
を
実
現

す
る
た
め
に
設
立
さ
れ
た
政
治

団
体
で
あ
り
、
い
わ
ば
「
税
理

士
党
」
と
し
て
、
様
々
な
活
動

を
行
っ
て
い
ま
す
。
」と
し
て
、

日
税
政
の
活
動
目
的
を
「
税
理

士
会
の
要
望
実
現
」
で
あ
る
と

記
し
て
い
る
。
い
わ
ゆ
る
政
治

資
金
規
正
法
に
お
け
る
政
治
団

体
で
あ
る
。

　
政
治
団
体
と
は
、
政
治
資
金

規
正
法
に
お
い
て
は
、
次
の
活

動
を
主
た
る
目
的
と
し
て
活
動

す
る
組
織
的
か
つ
継
続
的
に
行

う
団
体
を
政
治
団
体
と
規
定
し

て
い
る
。

１．

政
治
上
の
主
義
若
し
く
は

施
策
を
推
進
し
、
支
持
し
、

又
は
こ
れ
に
反
対
す
る
こ
と

２．

特
定
の
公
職
の
候
補
者
を

推
薦
し
、
支
持
し
、
又
は
こ

れ
に
反
対
す
る
こ
と

　
東
税
政
、
日
税
政
等
の
政
治

連
盟
の
活
動
目
的
は
ま
さ
し
く

税
理
士
会
が
持
つ
建
議
権
に
基

づ
く
建
議
す
な
わ
ち
、
「
政
治

上
の
…
施
策
を
推
進
し
、
支
持

し
、
又
は
こ
れ
に
反
対
す
る
こ

と
」
の
た
め
に
陳
情
を
行
い
、

建
議
実
現
の
た
め
、
賛
同
、
支

持
を
し
て
も
ら
え
る
「
特
定
の

公
職
の
候
補
者
」
（
議
員
等
）

の
後
援
会
を
立
ち
上
げ
、
推
薦

・
支
持
し
て
い
る
。
先
に
も
記

し
た
よ
う
に
、
建
議
の
実
現
は

立
法
に
基
づ
か
な
け
れ
ば
な
ら

ず
、
議
会
制
民
主
主
義
を
と
る

我
が
国
に
お
い
て
は
建
議
に
対

す
る
議
員
の
理
解
、
賛
同
が
必

要
で
あ
る
。
ま
さ
に
政
治
な
の

で
あ
る
。

東
京
税
政
連
の
活
動

　
東
税
政
で
は
毎
年
「
税
制
改

正
に
関
す
る
要
望
」
（以
下
「要

望
書
」
と
い
う
。
）
を
出
し
て

お
り
、
こ
の
要
望
書
は
傘
下
�

単
位
税
政
連
か
ら
の
意
見
を
集

約
し
、
東
京
会
の
意
見
書
に
掲

げ
ら
れ
た
項
目
を
実
現
す
る
た

め
に
作
成
し
た
も
の
で
あ
る
。

こ
の
要
望
書
に
基
づ
き
、
国

会
議
員
に
陳
情
し
、
理
解
を
得

て
立
法
に
こ
ぎ
つ
け
、
あ
る
い

は
廃
案
に
持
ち
込
み
、
あ
る
い

は
条
文
の
廃
止
、
税
法
の
停
止

が
実
現
し
て
い
る
。

現
在
、
東
税
政
に
お
け
る
国

会
議
員
の
後
援
会
は
現
職
、
非

現
職
を
含
め
�
後
援
会
が
あ

り
、
東
税
政
は
政
策
実
現
を
図

る
た
め
、
こ
れ
ら
後
援
会
と
連

携
し
つ
つ
、
強
力
な
運
動
を
行

っ
て
い
る
。

南
九
州
税
理
士
会
訴
訟

　
さ
て
、
昨
今
、
税
政
連
の
組

織
率
（
会
員
数
）
の
低
下
が
問

題
と
な
っ
て
い
る
。
東
税
政
も

同
じ
で
あ
る
。
東
税
政
が
行
う

陳
情
活
動
、
後
援
会
活
動
へ
の

補
助
等
に
は
費
用
が
発
生
す

る
。
組
織
率
の
低
下
は
そ
の
ま

ま
会
費
収
入
の
低
下
に
つ
な
が

り
、
東
税
政
の
活
動
に
支
障
が

出
て
き
て
い
る
。
な
ぜ
組
織
率

が
低
下
し
て
い
る
の
か
、
政
治

に
無
関
心
な
層
が
増
え
て
い
る

こ
と
も
そ
の
一
因
で
あ
ろ
う
。

　
ま
た
、
税
政
連
と
税
理
士
会

と
の
関
係
に
お
い
て
南
九
州
税

理
士
会
で
の
訴
訟
（
以
下
「
南

九
訴
訟
」
と
い
う
。
）で
の
「確

認
書
」
の
存
在
が
影
響
し
て
い

る
と
も
考
え
ら
れ
る
。

南
九
訴
訟
で
の
最
高
裁
の
判

決
理
由
に
は
、
強
制
団
体
で
あ

る
税
理
士
会
の
「
会
員
に
は
、

様
々
の
思
想
・
信
条
及
び
主
義

・
主
張
を
有
す
る
者
が
存
在
す

る
こ
と
が
当
然
に
予
定
さ
れ
て

い
る
…
そ
の
目
的
の
範
囲
を
判

断
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
会
員

の
思
想
・
信
条
の
自
由
と
の
関

係
で
…
会
員
に
要
請
さ
れ
る
協

力
義
務
に
も
、
お
の
ず
か
ら
限

界
が
あ
る
」
「
税
理
士
会
が
政

党
な
ど
規
正
法
上
の
政
治
団
体

に
対
し
て
金
員
の
寄
付
を
す
る

こ
と
は
、
…
税
理
士
会
の
目
的

の
範
囲
外
の
行
為
と
い
わ
ざ
る

を
得
な
い
」と
記
さ
れ
て
い
る
。

そ
し
て
こ
の
判
決
を
受
け
て

の
損
害
賠
償
請
求
に
お
い
て
、

福
岡
高
裁
で
の
和
解
に
基
づ
き

「
確
認
書
」
が
控
訴
人
、
被
控

訴
人
と
の
間
で
取
り
交
わ
さ
れ

た
。こ

の
「
確
認
書
」の
な
か
に
、

「
税
理
士
会
は
、
直
接
、
間
接

を
問
わ
ず
、
政
治
献
金
は
一
切

こ
れ
を
行
わ
な
い
。
税
理
士
会

と
税
政
連
は
個
別
の
団
体
で
あ

り
、
入
会
に
つ
い
て
は
入
会
届

を
徴
し
、
入
会
届
出
用
紙
に
退

会
が
自
由
で
あ
る
旨
を
注
記
す

る
…
」と
し
て
、税
政
連
は
任
意

加
入
団
体
で
あ
る
こ
と
が
税
理

士
会
の
会
員
に
周
知
さ
れ
た
。

こ
れ
も
組
織
率
の
低
下
の
一

因
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。

税
政
連
と
税
理
士
会

　
東
税
政
を
は
じ
め
と
す
る
税

政
連
が
税
理
士
会
の
建
議
権
に

基
づ
く
建
議
、
要
望
書
の
実
現

に
向
け
て
陳
情
を
は
じ
め
と
す

る
政
治
活
動
を
行
っ
て
い
る
こ

と
を
考
え
れ
ば
、
税
政
連
と
税

理
士
会
は
表
裏
一
体
の
団
体
で

あ
る
こ
と
は
明
白
で
あ
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
こ
の
南
九

訴
訟
に
よ
っ
て
、
税
理
士
会
は

「
直
接
、
間
接
を
問
わ
ず
」
政

治
献
金
を
行
わ
な
い
こ
と
と
な

り
、
税
理
士
会
が
税
政
連
の
活

動
資
金
と
し
て
の
直
接
的
な
供

与
、
寄
付
は
で
き
な
い
。
陳
情

へ
の
同
行
、
協
議
会
へ
の
参
加

等
が
唯
一
連
携
し
て
実
施
で
き

る
施
策
で
あ
る
。

　
と
か
く
政
策
の
具
と
な
る
税

制
に
関
し
、
税
理
士
会
会
員
が

実
務
の
中
で
経
験
す
る
不
合
理

性
等
を
正
し
、
理
想
的
な
税
制

を
確
立
す
る
た
め
に
は
法
改
正

が
必
要
で
あ
り
、
そ
の
為
に
は

議
員
に
理
解
し
て
も
ら
う
必
要

が
あ
る
こ
と
は
既
に
述
べ
て
い

る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

税
の
持
つ
公
平
性
、
富
の
再

配
分
機
能
、
経
済
活
動
に
お
け

る
中
立
性
等
を
考
慮
し
、
税
務

に
関
す
る
専
門
家
と
し
て
の
税

制
建
議
を
有
意
義
な
も
の
と
す

る
た
め
に
は
、
税
政
連
の
活
動

は
必
要
不
可
欠
で
あ
る
。

納
税
者
の
た
め
の
税
政
連

　
近
年
で
は
税
理
士
法
改
正
を

は
じ
め
と
し
、
特
殊
支
配
同
族

会
社
の
役
員
給
与
の
損
金
不
算

入
制
度
の
廃
止
、
延
滞
税
等
の

引
下
げ
、国
税
通
則
法
の
改
正
、

行
政
不
服
審
査
法
の
改
正
等
が

実
現
し
て
い
る
。
現
在
取
り
組

ん
で
い
る
最
重
要
要
望
項
目

は
、
消
費
税
の
複
数
税
率
（
軽

減
税
率
）の
導
入
反
対
で
あ
り
、

単
一
税
率
を
維
持
し
、
給
付
付

税
額
控
除
で
消
費
税
の
持
つ
逆

進
性
に
対
応
す
る
こ
と
で
あ

る
。こ

れ
ら
の
実
現
し
た
要
望
、

若
し
く
は
実
現
を
期
待
す
る
要

望
は
税
理
士
会
会
員
の
み
な
ら

ず
す
べ
て
の
納
税
者
が
享
受
す

る
利
益
で
あ
る
。
東
税
政
の
活

動
は
全
て
の
税
理
士
、
納
税
者

の
た
め
の
活
動
で
あ
る
と
い
っ

て
も
過
言
で
は
な
い
。

税
制
改
正
へ
の
気
概

　
税
理
士
が
、
申
告
納
税
制
度

の
現
場
で
感
じ
た
税
制
に
対
す

る
要
望
事
項
の
実
現
、
す
な
わ

ち
、
税
理
士
会
が
国
民
の
信
頼

を
得
る
税
制
改
正
を
行
っ
て
い

く
と
い
う
気
概
の
実
現
、
そ
の

為
に
は
税
政
連
の
活
動
が
活
発

で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
多
く

の
会
員
が
東
税
政
の
活
動
を
理

解
し
、
ま
ず
、
各
支
部
の
税
政

連
活
動
に
参
加
し
て
い
た
だ
く

こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

税
政
連
の
組
織
率
の
低
下
は

税
政
連
活
動
の
衰
退
に
も
繋
が

り
か
ね
な
い
こ
と
を
危
惧
し
、

ま
ず
は
各
支
部
の
税
政
連
へ
の

加
入
を
お
願
い
し
た
い
。

（政
策
副
委
員
長
・
吉
川
裕
一
）
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